
革新的研究開発推進業務勘定



（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 115,053,184,389

未収収益 26,878,258

未収金 1,603,098

賞与引当金見返(注) 13,401,249

流動資産合計 115,095,066,994

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 1,609,330

減価償却累計額 △ 53,912 1,555,418

機械装置 739,416,779

減価償却累計額 △ 158,850,359 580,566,420

工具器具備品 636,928,686

減価償却累計額 △ 127,729,373 509,199,313

建設仮勘定 2,160,400

有形固定資産合計 1,093,481,551

２　無形固定資産

工業所有権 749,500

工業所有権仮勘定 743,790

無形固定資産合計 1,493,290

固定資産合計 1,094,974,841

資産合計

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

貸　　借　　対　　照　　表

（令和５年３月31日）
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116,190,041,835



（単位：円）

負債の部

Ⅰ　流動負債

預り補助金等(注) 42,859,517,000

未払金 5,002,043

未払費用 233,935,430

預り金 3,667,329

引当金

賞与引当金 13,401,249

　　　流動負債合計 43,115,523,051

Ⅱ　固定負債

資産見返負債

資産見返補助金等(注) 1,092,814,441

建設仮勘定見返補助金等(注) 2,160,400

長期預り補助金等(注) 71,979,543,943

　　　　固定負債合計 73,074,518,784

負債合計

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 0

　　　　資本金合計 0

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 0

その他行政コスト累計額（注） 0

資本剰余金合計

Ⅲ　利益剰余金

0

（うち当期総利益 0 ）

利益剰余金合計 0

　純資産合計

負債・純資産合計

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

116,190,041,835

116,190,041,835

0

0

当期未処分利益



Ⅰ 損益計算書上の費用

業務費 24,206,235,866

一般管理費 153,699,970

臨時損失 1,832,063

　損益計算書上の費用合計 24,361,767,899

Ⅱ その他行政コスト 0

Ⅲ 行政コスト 24,361,767,899

行政コスト計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月31日）

革新的研究開発推進業務勘定 （単位：円）



（単位：円）

経常費用

業務費

人件費 458,766,867

研究委託費 23,222,781,703

業務委託費 4,133,584

支払リース料 598,772

賃借料 68,033,547

租税公課 1,299,128

水道光熱費 257,284

通信運搬費 3,894,155

旅費交通費 41,879,956

消耗品費 8,949,054

諸謝金 38,020,745

役務費 107,518,483

特許経費 32,800

減価償却費 230,855,779

賞与引当金繰入 13,401,249

その他の業務経費 5,812,760 24,206,235,866

一般管理費

水道光熱費 625,942

役務費 153,074,028 153,699,970

　　経常費用合計 24,359,935,836

経常収益

補助金等収益(注) 24,046,640,469

資産見返補助金等戻入(注) 230,855,779

賞与引当金見返に係る収益(注) 13,401,249

財務収益

受取利息 33,257,745

為替差益 14,113 33,271,858

雑益 35,766,481

経常収益合計 24,359,935,836

経常利益 0

臨時損失

固定資産除却損 1,832,063 1,832,063

臨時利益

資産見返補助金等戻入（注） 1,832,063 1,832,063

税引前当期純利益 0

当期純利益 0

当期総利益 0

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

革新的研究開発推進業務勘定

損　　益　　計　　算　　書
（令和４年４月１日～令和５年３月31日）



革新的研究開発推進業務勘定 （単位：円）

うち当期総利益
（又は当期総損
失（△））

当期期首残高 0 0 0 0 0 0 － 0 0

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

当期変動額合計 - - - - - - - - -

当期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0

積立金
当期未処分利
益（又は未処理
損失（△））

利益剰余金（又
は繰越欠損金
（△））合計

純　資　産　変　動　計　算　書

（令和４年４月１日～令和５年３月31日）

Ⅰ資本金 Ⅱ資本剰余金 Ⅲ利益剰余金

純資産合計
資本金合計 資本剰余金

その他行政
コスト累計額

資本剰余金
合計



Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動に伴う人件費支出 △ 468,091,164

業務活動に伴うその他経費支出 △ 23,462,448,862

一般管理活動に伴うその他経費支出 △ 2,518,764

補助金等収入 2,960,000,000

その他の収入 35,766,481

　　　小　　計 △ 20,937,292,309

利息の受取額 6,471,035

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 20,930,821,274

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 269,200,000,000

定期預金の払戻による収入 301,200,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 550,709,862

　 無形固定資産の取得による支出 △ 1,703,083

有価証券の取得による支出 △ 20,200,000,000

有価証券の売却による収入 20,200,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 31,447,587,055

Ⅲ 資金増加額 10,516,765,781

Ⅳ 資金期首残高 6,536,418,608

Ⅴ 資金期末残高 17,053,184,389

キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

（単位：円）革新的研究開発推進業務勘定



（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 0

当期総利益 0

Ⅱ　利益処分額

積立金 0

0

革新的研究開発推進業務勘定

利益の処分に関する書類



注　記　事　項

Ⅰ． 重要な会計方針

１ ．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用している。

なお、主な資産の耐用年数は下記のとおりである。

建物　　 　　      15年

機械装置　　　　　 ４年

工具器具備品　 ２～５年

（２）無形固定資産

定額法を採用している。

なお、主な資産の耐用年数は下記のとおりである。

工業所有権　　　　 10年

２ ．引当金の計上基準

 賞与引当金

３ ．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

Ⅱ． 重要な債務負担行為

重要な債務負担行為は、25,869,944,290円である。

Ⅲ． 重要な後発事象

　該当なし

　当事業年度より、改訂後の「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計
基準注解』」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び
『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以
下、独立行政法人会計基準等という）のうち、時価の算定に係る改訂内容を適用し
て、財務諸表等を作成している。
　なお、独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に係る改訂内容は令和５事業年
度から適用する。

　職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担す
べき金額を計上している。
　職員の賞与については、翌事業年度に革新的研究開発推進基金補助金により財
源措置がなされるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上してい
る。



Ⅳ．

１ ．行政コスト計算書関係

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 円

自己収入等 円

円

２ ．キャッシュ・フロー計算書関係

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 円

定期預金 円

資金期末残高 円

（２）重要な非資金取引

該当なし

３ ．金融商品の時価等について

（１）金融商品の状況に関する事項

（２）金融商品の時価等に関する事項

17,053,184,389

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、預金は

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してい

る。

24,361,767,899

△69,038,339

24,292,729,560独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト

　キャッシュ・フロー計算書における資金は、手元現金、随時引き出し可能な預

金からなっている。

　革新的研究開発推進業務勘定においては、独立行政法人通則法第47条の規定等

に基づき、預金等に限定した運用を行っている。

固有の表示科目の内容その他独立行政法人の状況を適切に開示するた
めに必要な会計情報

115,053,184,389

△ 98,000,000,000



附　属　明　細　書

革新的研究開発推進業務勘定

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）
　　及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

749,500

749,500

743,790

743,790

0

計

- 0 0 2,160,400

0 2,160,400 0 2,160,400 - - 0 0 2,160,400

建設仮勘定非償却資産 0 2,160,400 0 2,160,400 -

差引当期末残高 摘　　要
当 期 償 却 額 当 期 減 損 額

建物 0 1,609,330 0 1,609,330

減損損失累計額資 産 の 種 類 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 減価償却累計額

53,912 1,555,41800

0 509,199,313

53,912有形固定資産

工具器具備品 316,463,554 320,465,132 0 636,928,686 127,729,373

133,329,387 0 0 580,566,4200機械装置 512,941,779 226,475,000(減価償却費) 739,416,779 158,850,359

計 829,405,333 548,549,462 0 1,377,954,795

97,401,412 0

0 1,091,321,151286,633,644 230,784,711 0

0 1,555,41853,912 53,912 0有形固定資産合計 建物 0 1,609,330 0 1,609,330

機械装置 512,941,779 226,475,000 0 739,416,779 158,850,359

-

0 509,199,313

133,329,387 0 0 580,566,420

0 0 2,160,400

97,401,412 0

建設仮勘定 0 2,160,400 0 2,160,400 -

工具器具備品 316,463,554 320,465,132 0 636,928,686 127,729,373

無形固定資産 工業所有権 693,856 201,880 0 895,736 146,236

230,784,711 0 0 1,093,481,551計 829,405,333 550,709,862 0 1,380,115,195 286,633,644

71,068 0 0

- 0 0

無形固定資産合計 工業所有権 693,856 201,880 0 895,736 146,236

146,236計 1,768,506 1,904,963 2,033,943 1,639,526 0 1,493,29071,068

計 1,768,506 1,904,963 2,033,943 1,639,526 146,236

-工業所有権仮勘定 1,074,650 1,703,083 2,033,943 743,790

71,068 0 0 1,493,290

(減価償却費) 工業所有権仮勘定 1,074,650 1,703,083 2,033,943 743,790 -

71,068 0 0

0- 0



２ ．引当金の明細

賞与引当金の明細

（単位：円）

３ ．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（１）補助金等の明細

（単位：円）

（２）長期預り補助金等の明細

（単位：円）

４ ．役員及び職員の給与の明細

（注）１．職員給与基準の概要

　　　　　国立研究開発法人科学技術振興機構職員給与規程に基づき支給。

　　　２．報酬又は給与における支給人員数は、年間平均支給人員を記載。

　　　３．損益計算書の人件費には、上記給与の他に法定福利費等が含まれる。

　　　　　（法定福利費等：67,689千円）

　　　４．（　）は、非常勤の職員に対するもので、外数である。

　　　５．計数は切り捨てしていることから、合計は一致しないことがある。

　　

５ ．開示すべきセグメント情報

　　セグメント情報は、勘定区分と同一のため省略している。

６ ．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の明細

（単位：円）

７ ．重要な債務負担行為の明細

（単位：円）

No

1 令和4年度委託研究契約（267件）

2 令和3年度委託研究契約（83件）

3 令和2年度委託研究契約（188件）

2,960,000,000

期首残高

2,960,000,000 00 0

長期預り
補助金等

摘要期末残高

摘     要

資本剰余金
建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

内 訳 金 額

普 通 預 金 17,053,184,389

定 期 預 金 98,000,000,000

合 計
(46,185) (8) (-)

359,817 -

96,021,270,257

当期減少額

退 　職 　手 　当

計

摘要
収益計上

0

0

左の会計処理内訳

0計 2,960,000,000 0 0 0

預り補助金等

2,960,000,000 0

区分 当期交付額

71,979,543,943

革 新 的 研 究 開 発
推 進 基 金 補 助 金

革 新 的 研 究 開 発
推 進 基 金 補 助 金

96,021,270,257 2,960,000,000

区　分 期 首 残 高 当期増加額

当期増加額

2,960,000,000

区分

賞 与 引 当 金 14,926,900 13,401,249 14,926,900 0 13,401,249

当 期 減 少 額
期末残高

目 的 使 用 そ の 他

合 計 115,053,184,389

44 - -

支給額（千円） 支給人員（人） 支給額（千円）

(-)

(-)

359,817

職 員
(-)

27,001,726,314

44

区　分

71,979,543,943

27,001,726,314

-

(46,185) (8)

報　酬　又　は　給　与

支給人員（人）

34,425,126,100 9,987,849,300

契約額 うち翌期以降支払額

20,340,034,800 13,123,381,500

合  　計　(　　538件　　) 63,580,161,500 25,869,944,290

内 容 ( 件 数 )

8,815,000,600 2,758,713,490


	貸借対照表
	行政コスト計算書
	損益計算書
	純資産変動計算書
	キャッシュ・フロー計算書
	利益の処分に関する書類
	注記事項
	附属明細書

